
SCGE モデルにおける各種代替弾力性の推定 

 

鳥取大学     正会員    小池 淳司 

鳥取大学大学院  学生会員  ○伊藤 佳祐 

 

1. 研究の背景 

 

 近年我が国においても公共事業・政策評価のために

空間的応用一般均衡モデル（SCGE モデル）を適用す

る事例が増加してきている．具体的には道路整備，空

港拡張計画，港湾整備，都市交通政策などの整備事業

の事業評価に適用されてきている．  

ここで SCGE モデルとは，分割された地域に存在す

る代表的な家計，複数の産業を想定することで，空間

的な経済取引を表現すると同時に，空間的に特徴づけ

された世帯・産業に及ぼす影響を個別に分析すること

が可能なモデルである．図-1 は SCGE モデルの概略を

示したものである． 
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図-1 モデルの概略 
 

今後，地方分権化がより進展していくと考えられる

中，公共事業・公共政策の効果を地域別に把握するこ

とができる SCGE モデルの適用範囲はより一層広がり

を見せていくと考えられている． 

しかしながら，SCGE モデルなどの均衡モデルに対

しての理論的な仮定や分析手法には根強い批判がある

ことも事実である．その要因の一つとしてキャリブレ

ーションと呼ばれる確定論的なパラメータ推定手法が

挙げられる．SCGE モデルのキャリブレーションにお

いては，効用関数，生産関数における代替弾力性など

のパラメータを既存研究より外生的に与えたうえで，

ある一時点における地域間産業連関表などによりつく

られる社会会計表に基づきシェアパラメータなどのそ

の他のパラメータが決定される．この手法については，

決定されるパラメータの統計的検証が不可能である点，

また代替弾力性パラメータを推定している計量経済モ

デルと SCGE モデルとが構造的に不整合である点など

が批判の対象となってきた． 

また，SCGE モデルを日本国内の分析に適応するに

あたっても課題が存在する．その中でも，モデル内の

各種代替弾力性の値をどのように与えるかという問題

がある．SCGE モデルにおける効用関数，生産関数に

おける代替弾力性や，地域間交易における代替弾力性

は分析結果を大きく左右する非常に重要なパラメータ

である．しかし，これらの各種代替弾力性に対する検

討は十分に行われているとは言い難い．特に，SCGE

モデルは多くの場合 Armington の仮定に基づきモデル

が構築されるため，地域間交易の代替弾力性パラメー

タがモデルの挙動を決定する重要なパラメータとなる．

もともと SCGE モデルは国際貿易の分析に適用されて

きたことから，国際貿易の地域間代替弾力性パラメー

タは GTAP の研究者グループ等が精力的に研究を行っ

てきたが，特定の国の中の地域間交易を対象とした分

析はほとんど行われておらず，日本においても同様の

状況である 1)．   

そこで本研究では，国内外の各種代替弾力性に関す

る既往研究のレビューを行うとともに，日本国内にお

ける SCGE モデルの各種代替弾力性の推定方法の検討

行い，それらをもとに各種代替弾力性の推定を行う． 

 

2. SCGE モデルにおける各種代替弾力性の構造 

 

 SCGE モデルにおいて効用関数，生産関数ともに

CES 型関数で定式化されている．ここで，生産関数に

ついて推定モデルを説明する．企業は分割された各地

域に立地し，財を生産する企業は，自地域で生産され

た中間投入財と他地域合成中間投入財，他地域で生産

された中間投入財，および生産要素を用いて，図-2 に

示すようなNested - CES型の生産構造の生産技術を用

いて財を生産すると仮定する．Armington の仮定に基

づき，中間投入に用いられる財は，同じ種別の財でも

各地域ごとに区別して，別種の財であるとしてモデル

化する． 
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図-2 産業の生産構造 
 

 まず，付加価値関数を以下の CES 型で仮定する． 
s
iii s

i

s

i

s

i

s

i

s

i

s

i KbLaAVA
 /1

)(   (1) 

ただし，
s

iVA ：地域 s 産業 i の付加価値，
s
i

s
i

s
i baA ,, ，

s
ii  , ：技術パラメータ，

s
iL ：地域 s の産業 i の労働

需要量， s
iK ：地域 s の産業 i の資本需要量 

 

(1)式の費用最小化問題を解くと，以下のような関係

式が導かれる． 
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ただし，
s

iw ：地域 s の産業 i の賃金率，
s

ir ：地域 s

の産業 i の資本レント 

 

さらに賃金率は雇用者所得を雇用量で割ったものと

し，資本レントは付加価値から雇用者所得を引き，資

本ストックで割ったものとして推計する． 

(2)式，(3)式より以下の関係式が得られる． 
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ここで労働と資本の代替弾力性は )1/(1 ii   と

して表わされる．また，Behrman(1982)2)らによる資本

ストックのデータを用いない推定方法として，(2)式の

両対数をとることで以下のような関係式が得られる． 
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ここで， )ln(ln s
i

s
ii

s

i Aa   である． 
 

次に，自地域財と移入合成財より，当該地域で消費

する合成財を生産する関数を以下のように定義する(以

下では生産関数について記述するが，効用関数でも全

く同様の展開が成り立つ)． 
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 ただし， s
ix ：地域 s において投入される合成財 i の

量， ds
ix ：地域 s の自地域財 i の投入量， ms

ix ：地域 s

の移入合成財の移入量， ms
i

ds
i  , ：シェアパラメータ，

i ：財 i の自地域財と移入合成財の代替弾力性 
 

(6)式の費用最小化問題を解くと，以下のような関係

式が導かれる． 
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   (7) 

ただし， ds
ip ：地域 s の自地域財 i の価格， ms

ip ：地

域 s の移入合成財 i の価格 
 
ここで，自地域財の価格は自地域で生産された財の

消費額を消費量で割ったもの，また移入合成財の価格
は各地域の移入合成財の消費額を移入財の消費量で割
ったものとして推計して求める． 

また，(7)式の両辺に自然対数をとると，以下のよう
な式が導出できる． 
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 以上の(4)，(5)，(8)式の線型対数式より代替弾力性の

パラメータ i および i を推定していく． 

 

3. 既往研究のレビュー 
  

 先述の通り，SCGE モデル内の各種代替弾力の推定

値について十分に検討されてきたとは言い難い．そこ

で各種代替弾力性に関する既往研究のレビューを行う．

まず付加価値関数の労働と資本の代替弾力性の推定に

関する論文として， Claro3）が挙げられる．この研究

では簡潔な労働と資本の代替弾力性の推定方法として

(5)式を提案しており，従来の(4)式による推定方法と，

Behrman らによる資本ストックのデータを使用しな

いで代替弾力性を推定する (5)式の方法を用いて，

UNIDO の統計データから 1990 年における 34 カ国，

28 の製造業の労働と資本の代替弾力性について推定を

行い，それぞれの結果を比較している．推定結果は(4)

式では 0.58～2.12 となっており，資本ストックを用い

ない(5)式では 0.66～1.24 となっている．推定値はどち

らともほとんどの製造業で 1 に近い値が得られたが，1

にはならず 1 より尐し低い値であった．このことから，

「付加価値関数を労働と資本の代替弾力性が 1 のコ



ブ・ダグラス型で特定することは棄却され，付加価値

関数の代替弾力性は 1 未満である」という可能性を示

唆している． 

 次に地域間交易の代替弾力性であるが，SCGE モデ

ルは前述の通り国際貿易の分析に数多く適用されてき

たことから，国際貿易の地域間代替弾力性に関しては

数多くの研究事例が存在する．しかし，特定の国の代

替弾力性についての既存研究は非常に尐ない．そのた

め，一国内を対象とした SCGE モデルでは，多くの場

合国際貿易の代替弾力性を援用している状況である．

一国内の代替弾力性を推定した事例としては Bilgic et 

al.4)が挙げられる．この研究では「一国内における交易

の代替弾力性推定事例が尐ない」という問題意識にも

とづき，米国の地域間貨物流動データにより移入財と

自地域財の代替弾力性推定している．なお，この研究

においてシェアパラメータについて以下のような仮定

を置いて推定を行っている． 
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 ただし， sQ1 ：地域 s の市場規模， sQ2 ：地域 s の人口

密度， 20  ～ ：パラメータ 

 

 その結果，産業別に代替弾力性を 0.40～2.87 までの

推定値を得ている．これらの結果から，「国内における

代替弾力性は国際貿易の代替弾力性よりも高い」とい

う経験的な知見が成り立たない可能性があることを示

唆している． 

 また，日本国内の地域間代替弾力性の推定事例とし

ては土谷ら 1)が挙げられる．この研究では SCGE モデ

ルの地域間交易の代替弾力性を 1985,1990,1995 年の 3

時点の地域間産業連関表を用いて 28産業について推定

を試みている．地域別の価格のデータは生産地価格の

代理指標として「消費者物価指数」（総務省）の地域別

の指数を用いている．代替弾力性の推定結果は地域間

の輸送マージンのパラメータも同時に推定する場合と，

地域間の輸送マージンを外生的に与える場合で結果は

異なるが，推定値は 5.2～32.1 となっており国際貿易の

代替弾力性よりも高い値になるという可能性を示唆し

ている．しかし，この推定結果は産業数・地域数を限

定した暫定値にすぎないため，SCGE モデルを実際に

応用する場合はその都度推定しなければならない．な

お，この論文では既往研究のレビューから以下の 3 点

を留意点として挙げている．1)時系列データとクロスセ

クションデータの推定値では傾向が大きく異なること

から可能な限りパネルデータを用いた推定を行うこと

が望ましいこと，さらに供給側の要因を考慮した推定

がより望ましいこと．2)SCGE モデルが長期均衡を考

慮したモデルであることから，可能な限り長期のデー

タを用いた推定を行うことが望ましいこと．3)シェアパ

ラメータの定式化によって代替弾力性の推定結果も変

わってくる可能性があることから，複数のパターンで

推定することが望ましいことである． 

 

4. 日本国内の地域間交易の代替弾力性のためのデータ 

 

 本研究では(4)，(5)式から付加価値関数の労働と資本

の代替弾力性を，また(8)式から地域間交易の代替弾力

性を推定することを目的とし，データの整備を進める． 

 まず，付加価値の代替弾力性を推定するためのデー

タとして付加価値，雇用者所得，雇用量，資本ストッ

クが必要となる．付加価値，雇用者所得は「県民経済

年報」(内閣府)の平成 18 年のデータを使用する．雇用

量は「平成 21 年度日本統計年鑑」(総務省)の平成 17

年度の都道府県別・産業別就業者数を用いる．資本ス

トックは「民間企業資本ストック」(内閣府)の産業別デ

ータを県民経済年報の生産額を用いて都道府県別・産

業別に按分した． 

 次に，地域間交易の代替弾力性を推定するためのデ

ータについて示す．データとしては地域間交易のデー

タと地域別の価格のデータが必要となる．地域間交易

のデータは平成 17年の全国貨物純流動調査と地域間産

業連関表を用いた．地域別の価格のデータは全国貨物

純流動調査と地域間産業連関表から推計したものを価

格として推定を行った． 

 

5. 推定結果および考察 

 

日本国内のデータを用いた(4),(5)式の付加価値関数

の労働と資本の代替弾力性の推定結果について示す．

ここで，(4)式で推定した場合の公務については資本ス

トックのデータが得られなかったことから推定値をえ

ることができなかった．推定結果は，(4)式は(5)式と比

べて決定係数が低く，符号条件の合わない結果が多い．

しかし，どちらとも労働と資本の代替弾力性の値は似

た値となり 1 より小さい値であった．このことから(5)

式による労働と資本の代替弾力性を推定することが望

ましいとが考えられる．表-1 は平成 18 年のデータを用

いて(4)式と(5)式の代替弾力性の推定結果を示したもの

である． 



 

表-1 付加価値関数の代替弾力性の推定結果 

σ R2 σ R2

農林水産業 0.51 0.095 0.41 0.280

鉱業 0.30 0.078 0.70 0.348

製造業 0.25 0.027 0.72 0.398

建設業 -0.34 0.007 0.35 0.168

電気・ガス・水道 0.30 0.066 0.57 0.285

商業 0.54 0.108 0.66 0.522

金融・保険 0.86 0.448 0.74 0.672

不動産 -0.10 0.007 -0.04 0.003

運輸・通信 -0.47 0.046 0.08 0.008

公務 0.50 0.498

サービス 0.68 0.106 0.61 0.609

(4)式 (5)式
産業

 
 

 さらに，(5)式に関して，固定効果モデルを用いて県

民経済年報のデータが電子媒体として整備されている

平成 2年から平成 18年までのデータで労働と資本の代

替弾力性の推定を行った．表-2 は固定効果モデルによ

る労働と資本の代替弾力性の推定結果である． 

 

表-2 固定効果モデルによる弾力性の推定結果 

σ R2

農林水産 0.29 0.237

鉱業 0.70 0.252

製造業 0.91 0.858

建設 0.74 0.675

電気・ガス・水道 0.22 0.066

商業 0.57 0.478

金融・保険 0.64 0.509

不動産 0.07 0.008

運輸・通信 0.24 0.158

公務 0.52 0.445

サービス 0.82 0.829

(5)式
産業

 

 

 固定効果モデルによる(5)式の労働と資本の代替弾力

性の推定結果は，平成 18 年だけのデータを用いて推定

した結果とほぼ同様の値が推定された．このことから，

近年の日本国内における労働と資本の代替弾力性は 1

より小さい値であり，付加価値関数を代替弾力性が 1

のコブ・ダグラス型で仮定することは棄却されること

が考えられる．また，固定効果モデルによる推定結果

は土谷らによって挙げられた留意点の一つである，パ

ネルデータを用いた長期のデータによる推定を行うこ

とが望ましいということを満たしている． 

次に(8)式による地域間交易の代替弾力性の推定結果

を示す．表-3 は製造業の自地域財と他地域財との地域

間交易の代替弾力性を示したものである． 

 

表-3 地域間交易の代替弾力性の推定結果 

産業 σ R2

飲食料品 0.07 0.003

繊　　　維 0.63 0.814

衣服・その他の繊維既製品 0.27 0.171

製材・木製品・家具 0.15 0.021

パルプ・紙・板紙・加工紙 0.40 0.133

印刷・製版・製本 0.04 0.001

化　　　学 0.55 0.449

石油製品 0.34 0.213

プラスチック 0.52 0.205

窯業・土石製品 -0.12 0.017

鉄　　　鋼 0.99 0.709

非 鉄 金 属 0.66 0.761

金 属 製 品 0.60 0.470

一般機械器具 0.79 0.549

電気機械器具 0.75 0.581

通信機械・同関連機器 0.52 0.378

電子部品・デバイス 0.81 0.633

輸送用機械器具 0.82 0.485

精密機械 0.62 0.581

その他 0.35 0.185  
 

 推定結果は全ての産業において 1 より小さい値であ

った．これは既往研究において示唆された「国内にお

ける代替弾力性は国際貿易の弾力性よりも高いという

経験的な知見が成り立たない可能性」について同様の

結果が得られたと考えられる． 
 
6. おわりに 
 

本研究では日本国内の代替弾力性の推定事例が尐な

いという問題意識のもと，国内外の代替弾力性に関す

る論文を参考に，日本国内における各種代替弾力性の

推定を行った．各種代替弾力性の推定結果は既往研究

から示唆された内容とほぼ同様の結果を得ることがで

きた．しかし，推定結果は全体的に相関が低い．この

ことから使用するデータやシェアパラメータ等につい

てより推定結果の相関が高くなるよう検討を行う必要

性があると考えられる． 
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